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「花と苺のフェスティバル」の開催

これまでの「とちぎ花フェスタ」をリニューア
ルし、いちごを加えて内容を充実させた｢花と苺
のフェスティバル｣が平成３０年２月１０日(土)～
１１日(日)の２日間、とちぎ花センターにおいて
開催されました。
今回は｢いちご王国｣プロモーション事業の一環

として、フラワーバレンタインといちごをテーマ
にした花文化の装飾を行いました。撮影スポット
コーナーでは、インスタ映えする写真を多くの方
が撮られていました。
また、天候にも恵まれ、約２万人の来場があり

ました。

「とちぎ米－１コンテスト2017」の開催

とちぎ米のおいしさを消費者に認知してもらい
消費拡大につなげることと、生産者の食味・品質
向上への意欲高揚を図るため、県内産の「コシヒ
カリ」、「なすひかり」、「とちぎの星」の3品
種について、良食味米の１等賞を決める“とちぎ
米－１コンテスト２０１７”を開催しました。

コメ ワン

「第20回全国にら生産者栃木大会」の開催

全国のにら生産者及び関係団体が一堂に会し、
技術の研鑽と産地間交流を目的とする「全国にら
生産者大会」の、第20回大会が栃木県で開催さ
れ、最新の研究事例紹介や現地視察が行われまし
た。

「内水面漁業振興基金」ができました

栃木県水産振興計画に基づき、漁場の魅力を最
大限に発揮し、漁場の活性化を促進するため、栃
木県漁業協同組合連合会に、内水面漁業振興基金
を造成しました。
漁協等の団体では、この基金を活用し、釣りイ

ベントを開催する等、漁場のほか、地元観光地等
のＰＲをしました。

＜県漁連が基金の助成を活用して、ジャパン
フィッシングショー2018に参加＞

「園芸大国とちぎづくり推進大会」の開催

「園芸大国とちぎづくり」の考えを県内の農業者、農業団
体、市町等関係者と共有し、オールとちぎで園芸大国を目
指すキックオフの機会として、11月22日に推進大会を開
催しました。
当日は、「儲かる農業を実践するワールドファームのビ

ジネスモデル」と題して、(有)ワールドファームに、生産
と加工を一体的に行い全国展開している取組を講演いただ
きました。
推進大会には460人が参加し、園芸大国確立への気運を

高めました。



１　農業産出額

　平成28年の農業産出額は2,863億円で、前年に比べ140億円（5.1％）増加した。

（１）農業産出額の動き

（２）農業産出額の構成比（平成28年）
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２　全国からみた栃木県農業の地位

（１）構造

年次 単　位 全　国 栃　木
全国に
おける
順位

全国に
おける
割合

全国一の
都道府県

29 km2 377,974 6,408 20 1.7 北 海 道

28 千人 126,933 1,966 18 1.6 東 京 都

27 戸 2,153,045 55,496 16 2.6 長 野 県

27 〃 1,326,755 39,857 9 3.0 茨 城 県

27 〃 292,795 8,892 11 3.0 北 海 道

27 経営体 104,696 3,928 7 3.8 北 海 道

27 〃 125,156 3,989 9 3.2 北 海 道

29 人 4,374,500 141,100 8 3.2 茨 城 県

29 〃 1,816,000 53,000 13 2.9 北 海 道

29 〃 1,507,100 42,800 14 2.8 北 海 道

29 ha 4,444,000 123,900 10 2.8 北 海 道

29 〃 2,418,000 96,800 7 4.0 北 海 道

29 〃 2,026,000 27,100 16 1.3 北 海 道

28 ｈａ 4,102,000 119,200 7 2.9 北 海 道

28 ％ 91.7 96.0 11 - 佐 賀 県

27 台/百戸 134 140 7 - 北 海 道

27 〃 104 102 43 - 佐 賀 県

27 〃 106 105 21 - 北 海 道

（２）農家経済

年次 単　位 全　国 栃　木
全国に
おける
順位

全国に
おける
割合

全国一の
都道府県

28 億円 93,051 2,863 9 3.1 北 海 道

28 〃 37,429 1,133 13 3.0 茨 城 県

28 〃 38,149 1,315 7 3.4 北 海 道

27(※26) 千円 4,960 4,117 - - -

27(※26) 〃 1,527 748 - - -

27(※26) 〃 1,472 1,590 - - -

27(※26) ％ 50.7 32.0 - - -

27(※26) 千円 70 39 - - -

27(※26) 円 960 680 - - -

※平成28年農林統計、平成27～28年栃木農林水産統計年報より作成
※総所得（うち農業所得・農外所得）、農業依存度、生産性は平成26～27年栃木農林水産統計年報より作成
※園芸産出額は、野菜、果樹、及び花きの合計値。

　　うち農業所得

　　うち農外所得

　農業依存度

　生産性

 耕地面積10a当たり

 労働１時間当たり

※国土地理院「平成29年全国都道府県別市町村別面積調」、平成28年国勢調査、
   2015年農林業センサス、平成28年農林統計、平成29年農林統計より作成

項　　　　　目

　農業産出額

　園芸産出額

　生産農業所得

　総所得（販売農家１戸当たり）

　　うち田

　　うち畑

　作付延べ面積

　耕地利用率

農 業 機 械
普 及 台 数

（販売農家）
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（乗用型）

動　力　田　植　機

コ　ン　バ　イ　ン
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　販売金額1千万円以上農家
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　　うち基幹的農業従事者

　耕地面積

項　　　　　目

　土　　　地

　人　　　口

　総農家数

　販売農家戸数

　　うち主業農家戸数

(※

(※

(※

(※

(※

(※
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１ 野 菜 

（１）生産のあゆみ  

本県の野菜生産は昭和 30 年代に本格的に始まり、冬場の豊富な日照時間を活かし、「いちご」、「トマト」、

「きゅうり」等の施設野菜を中心に産地化が図られてきた。 

昭和 60 年から「首都圏農業の確立」に向けて開始された野菜生産の拡大は、現在も栃木県農業振興計画「とち

ぎ農業”進化”躍動プラン」のリーディングプロジェクト１「新たな園芸生産の戦略的拡大」に位置づけて、生産

振興を図っている。さらに、平成 29 年度からは、これまで培ってきた技術の向上に加え、耕地面積の 8 割を占め

る水田を活用しながら、①高度な施設園芸の展開、②水田を活かした土地利用型園芸の導入、③加工･業務用野菜の

産地育成の 3 つを柱に、収益性の高い「園芸大国とちぎづくり」を推進している。 

（２）生産の現状 

ア 作付面積と産出額 

主要野菜の作付面積は減少傾向にあり、農林水産省が公表している 41 品目の合計で、平成 28 年は 8,464ha

（主産県調査であった平成 27 年と同一品目で比較すると▲43ha）となっている。 

野菜産出額は、平成 28 年は 964 億円で全国第 8 位、本県の農業産出額の 33.7％を占めている。 

品目別には、「いちご」が 285 億円と最も多く、野菜全体の 30％を占め、次いで「もやし」が 120 億円、

「トマト」が 114 億円、「にら」が 63 億円で、この４品目で全体の 60％を占めている。以下、「なす」44

億円、「きゅうり」42 億円、「ほうれんそう」37 億円及び「ねぎ」34 億円の順となっており、上位 8 品目で

全体の 77％を占めている。 

イ 主な品目の動き 

いちごについては、昨年度に引き続き「いちご王国戦略会議」を開催するとともに、平成 30 年産で 30ha の

作付面積となった「スカイベリー」については、「糖度 9 度以上」の商品づくりを目標に、食味・品質向上に向

けた推進運動を行っている。 

トマトでは、低コスト耐候性ハウスによる越冬長期どり栽培が県全域で 30ha を超えるとともに、既存ハウス

への環境制御装置等の導入が拡大している。 

日本一奪還を目指すにらについては、新品種「ゆめみどり」が約 10ha まで拡大している。 

水田を活用した土地利用型園芸では、加工向けたまねぎやねぎの生産とともに、食品企業や中間業者との契約

取引の取組が生まれている。本県の園芸振興のためには、こうした需要に更に対応できる生産・販売体制の整備

が必要となっている。 

 

（３）流通の現状 

      本県産の野菜の多くは、京浜方面の市場に出荷され、平成 28 年の東京市場シェア

は「うど」「いちご」「にら」「アスパラガス」が１位、「しゅんぎく」「なす」「ト

マト」が２位となっている。また、新鮮さや安全性などを売りに、農産物直売所や道

の駅などでの販売も盛んである。 

 契約取引は平成 27 年度には県内 169 産地が取り組んでおり、徐々に取り組み数

は増加している。 

 

Ⅱ とちぎの園芸特産 

東京都中央卸売市場における占有率(H29)

品目 順位 占有率

うど 1 79.4%

いちご 1 45.4%

にら 1 36.5%

アスパラガス 1 12.9%

しゅんぎく 2 22.3%

トマト 2 14.9%

なす 3 15.4%

ほうれんそう 3 11.4%

さといも 4 4.4%

とうがらし 5 5.4%

ねぎ 7 5.4%

ズッキーニ 7 3.1%

かぶ 7 0.4%

レタス 8 2.5%

たまねぎ 8 1.1%

だいこん 8 0.7%

かぼちゃ 8 0.6%

ごぼう 9 0.3%

トウモロコシ 10 2.1%



主要品目の生産状況（H28）

野菜産出額上位県の状況

野菜産出額上位県の状況

※各年野菜生産出荷統計（農林水産省）より作成

栃木県の主要野菜の生産の推移 栃木県の主要野菜の作付面積の推移

※野菜生産出荷統計及び生産横行所得統計（農林水産省）より作成
※産出額は、H14からもやし含む。

1 2 3 4 5

 いちご 586 25,100 285 1 栃木県 福岡県 熊本県 静岡県 長崎県

 にら 396 10,400 63 2 高知県 栃木県 茨城県 宮崎県 群馬県

 さといも 588 9,350 18 4 千葉県 埼玉県 宮崎県 栃木県 愛媛県

 トマト 378 36,400 114 6 熊本県 北海道 茨城県 愛知県 千葉県

 なす 367 14,100 44 6 高知県 熊本県 群馬県 福岡県 茨城県

 たまねぎ 240 13,000 17 6 北海道 兵庫県 佐賀県 愛知県 長崎県

 しゅんぎく 54 1,390 9 7 千葉県 大阪府 茨城県 福岡県 群馬県

 はくさい 538 27,100 21 4 茨城県 長野県 群馬県 栃木県 北海道

 アスパラガス 87 1,510 17 10 北海道 佐賀県 長崎県 長野県 熊本県

 ねぎ 587 11,400 34 12 千葉県 埼玉県 茨城県 北海道 群馬県

 ほうれんそう 618 7,050 37 9 千葉県 埼玉県 群馬県 茨城県 宮崎県

 きゅうり 299 1,360 42 12 宮崎県 群馬県 埼玉県 福島県 千葉県
※平成28年農林統計より作成

主産県（生産量）生産量の
全国順位

産出額
（億円）

生産量
（t）

作付面積
（ha）

品目
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H28/H18

順位 都道府県 額（億円） 順位 額（億円） 増加率（%）

1 北海道 2,206 1 1,712 28.9

2 茨城県 2,150 3 1,512 42.2

3 千葉県 1,927 2 1,570 22.7

4 熊本県 1,321 4 975 35.5

5 愛知県 1,127 5 934 20.7

6 群馬県 1,070 6 819 30.6

7 埼玉県 1,047 7 814 28.6

8 栃木県 964 8 730 32.1

9 長野県 897 9 671 33.7

10 福岡県 863 11 653 32.2

H28 H18
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(４）主な品目について 

 

①生産のあゆみ 

本県のいちごは昭和 20 年代に始まり昭和 39 年には現在とほぼ同規模の 600ha まで

拡大した。昭和 54 年には「ウォーターカーテン」が開発されその後急速に普及、昭和 60

年には「女峰」が登場しクリスマスからの出荷が実現した。平成 8 年には「とちおとめ」

が登場し収益性の向上に貢献している。平成 24 年には贈答用の「スカイベリー」の栽培

が始まり、平成 28 年現在、収穫量 49 年連続日本一を誇る“いちご王国”となっている。 

②最近の動き 

平成 27 年に、10 年後の“いちご王国・栃木”の目指すべき姿（産出額 300 億円、四

季を通じたいちごの安定供給、若者の着実な就農など）を実現するため「“いちご王国と

ちぎ”戦略」を策定し、平成 28 年からいちご全体の生産振興運動「15-5-5 運動」を展

開している。 

③生産の現状 

平成 28 年は、栽培面積 586ha、産出額 285 億円で、全国出荷量の約 16％のシェア

となる 23,400 トンが出荷されており、いずれも日本一となっている。 

近年本県いちごの栽培面積や出荷量は、高齢化等に伴い減少傾向となっている一方で、

新規就農者のいちご経営に対する人気は最も高く、新規就農者の多くがいちごを選んでい

る。  

④主な取組 

「とちおとめ」に加え、全国唯一のいちご専門の研究機関「いちご研究所」が開発した

「スカイベリー」や「なつおとめ」など、業務需要や観光などの多様なニーズに向け周年

で供給できる体制が整いつつある。 

 

 

 

いちごの作付面積・産出額の推移    ニーズに合わせた多様な品種展開 
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①名称の由来 

「スカイベリー」の名前は、「大きさ、美しさ、おいしさ」の全てが大空に届くようにと

の願いを込め、全国 4,388 件の一般公募の中から選ばれ、本県にある百名山の「皇海山

（すかいさん）」にもちなんでいる。  

②特徴 

スカイベリーは、全国で唯一のいちご専門の研究機関である「いちご研究所」が 17 年

の歳月と 10 万株を超える中から選び抜いたいちごであり、極めて大粒で、25g（とちお

とめの 3L サイズ）以上の割合が約 2/3 を占める収量性が高い品種である。 

果形は、きれいな円すい形で、果色は濃橙赤色、食味は、酸味が少なく、甘さが際立つ

ジューシーな味わいが特徴である。  

③生産販売の現状 

一般栽培・本格栽培４年目となる平成 30 年産は、農家数 257 戸、約 30ha、県内全

市町で栽培されている。 

平成 30 年産の初出荷は 11 月６日であり、県内外の百貨店やスーパーなどで「あまお

う」とほぼ同価格で販売されている。  

④最新の動き  

スカイベリーの食味や大玉である魅力を最大限に引き出すため、ハウス内の温度や二酸

化炭素濃度などの環境データを“見える化”し、タブレット端末等で確認できる ICT シス

テム（スカイベリー安定生産技術支援システム）を構築し、スカイベリー生産者の栽培管

理の適正化や JA の営農指導員、県の技術指導に利用している。 

平成 29 年度は、糖度など品質向上に取り組んでいる事例 14 圃場について、栽培環境

のデータをスカイベリー全生産者にリアルタイムで公開している。  

⑤ブランド化の取組  

多くの消費者にスカイベリーの魅力を伝えるため、首都圏での PR イベント、スカイベ

リーメッセンジャーズによる試食宣伝、メインターゲットである３０代女性の読む雑誌へ

の記事掲載などを行っている。  

 

 

 スカイベリーメッセンジャーズ 

 

リーディングブランド「スカイベリー」についての取組  
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①生産のあゆみ 

本県のトマト栽培は、昭和 28 年頃のビニールトンネルの導入から本格的な産地形成が図られた。

50 年代には抵抗性品種の導入、機械選果施設の整備により冬春ものを中心に、戸別経営規模が増加し

てきた。平成 10 年代からは低コスト耐候性ハウスの導入、近年では ICT の活用が進んでいる。 

②最近の動き 

近年は ICT を活用したハウス内環境の見える化により、管理上の課題発見・解決が図られることで、

収量が飛躍的に増加しており、10a 当たりの収量が 40t を超える事例も見られている。 

また、農業資材メーカーの株式会社誠和。（本社：下野市）が、平成 28 年 5 月に「トマトパーク」

事業をスタートさせ、統合環境制御システムを活用した多収の研究や研修生の受け入れを行うなど、本

県を拠点とする民間事業者の取組が活発化している。 

③生産の現状 

下野市、宇都宮市、小山市をはじめ、県内で広く栽培されており、平成 28 年は、栽培面積 378ha

（全国 10 位）、産出額 114 億円（全国６位）となっている。 

本県では周年でトマトが出荷されているが、特に２～６月出荷の冬春作型が主力であり、冬春トマト

の収穫量は 29,000 トンで全国３位である。 

④主な取組 

低コスト耐候性ハウスの導入等により、年内から出荷がはじまる越冬作型の作付が増加傾向にある。

夏季の高温時が定植時期となる越冬作型の初期生育・収量を安定させるため、農業試験場では高温抑制

技術について研究を進めている。 

また、生産現場では、高度な環境制御装置とハウス管理技術を活用した栽培を行うことで、品質向上

や収量増を達成した生産が見られるようになった。このような技術を普及するため、スーパーコーチの

派遣や、各種勉強会、セミナー、先進地視察等が開催されている。 

 

 

 

トマトの作付面積・産出額の推移 低コスト耐候性ハウスにおける越冬栽培の様子 
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①生産のあゆみ 

栃木県におけるにら栽培は、昭和 40 年代後半から水田を活用した露地栽培として導入され、昭和

50 年代後半からは、冬にらを主体としたハウス栽培が本格的に開始された。また、平成に入り夏にら

の取組が進み、現在では品質を重視したハウス栽培による周年出荷が行われている。 

②最近の動き 

本県のにらは、東京市場への出荷量については昭和 55 年から平成29 年まで37 年連続で一番の取

扱となっているが、収穫量は平成 18 年以降、高知県に次ぐ全国 2 位となっている。このため、平成

24 年から「栃木にら No.1 産地奪回運動」を展開し、新品種・新技術の導入や生産拡大に向けた取組

を行っている。 

平成 29 年度においては、他産地への視察や各農協や若手生産者を中心に省力化設備の検討等を行

い、また、「全国にら生産者大会」の第 20 回大会が栃木県で開催され、技術の研鑽と他県の生産者と

の交流が行われた。 

③生産の現状 

産地は、鹿沼市を始めとして栃木市、大田原市、真岡市、さくら市、上三川町等、県内一円に広がっ

ている。栽培品種は「ミラクルグリーンベルト」、「タフボーイ」等が導入されている。本県が開発した

新品種「ゆめみどり」についても、29 年産では約 10ha、30 年産では約 24ha と作付が拡大してい

る。 

④主な取組 

「栃木にら No.1 産地奪回運動」では、単収向上や周年出荷、新規栽培者の確保及び育成等に係る産

地の主体的な取組を中心に展開しており、県としても産地の取組や青年部活動等を支援するとともに、

ウォーターカーテン設備と、１年１作連続収穫作型の組合せによる単収向上や、省力化を目的とした出

荷調整機械の導入等を支援している。 

 

 

 

にらの作付面積・産出額の推移 他県への視察 
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①生産のあゆみ  

 本県のなす栽培は、昭和 30 年代後半に県全域で栽培されるようになった。特にはが野、小山、那須地方で産

地化が進み、野菜指定産地に指定されている。 

②最新の動き  

 作付けの中心は露地栽培であるが、一部施設栽培による半促成栽培が行われている。「千両２号」などの主力

品種は、着果に受粉作業が必要であることから、生産者の労力軽減を図るため、近年は野菜茶業研究所で育種し

た単為結果品種「あのみのり２号」が試験導入され、高い評価を得ている。 

③生産の現状  

品種構成は、夏秋栽培では「千両 2号」、半促成栽培では「式部」が多い。漬け物等の加工に適した長なす

「筑陽」も栽培されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①生産のあゆみ  

 本県のきゅうり栽培は、昭和28年頃からビニールの利用が始まり、昭和40 年代には生産組合が設立された。

小山地域が、夏秋きゅうり及び冬春きゅうりの野菜指定産地の指定を受けている。 

②最新の動き  

   アザミウマ類に効果のある赤色防虫ネットなどの活用や、天敵としてスワルスキーカブリダニの利用が積極的

に行われており、IPM（総合的病害虫・雑草防除管理）の取組が進められている。 

③生産の現状 

減少していた作付面積は、近年はほぼ横ばいで推移している。主に、東京市場、道の駅などに出荷されてお

り、平成28年の産出額は 42 億円、全国８位となっている。 

スワルスキーカブリダニの放飼の様子 きゅうりの作付面積・産出額の推移 

な す 

なすの作付面積・産出額の推移 単為結果性品種「あのみのり２号」 
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①生産のあゆみ 

本県のアスパラガス栽培は、昭和 63 年に上三川町で雨よけ栽培が導入されたことに始

まり、九州地方の２期採り栽培法を参考に現在の長期採り栽培が確立された。 

県北地域では、平成５年に酪農家が試作を開始してから、畜産の盛んな地域の特性を活

かして急速に面積を拡大し、県内一の産地となっている。 

県南地域では、平成 19 年から畜産農家、耕種農家が中心となって栽培を開始し、温暖

な気候を活かし早期出荷により収益性の高いアスパラガス経営を確立している。  

②最近の動き 

アスパラガスは、いちご・トマトに続く本県の新しい主力品目に位置づけ生産拡大を推

進しており、作付面積、生産量、産出額ともに増加傾向で、市場単価も安定している。 

東京都中央卸売市場における取扱数量は平成 28 年から全国１位となっており、平成

29 年は取扱金額も全国１位となっている。 

無加温パイプハウスでの栽培が主流となっているが、近年、ウォーターカーテンを利用

した出荷時期の前進化が取り組まれ、県単補助事業も多く活用されている。  

③生産の現状 

アスパラガスは、水田の活用や畜産農家との連携などにより、大田原市を初めとする那

須地域のほか上三川町、宇都宮市、足利市などで栽培されている。 

一部地域では、パッケージセンターを利用した出荷調整が行われているほか、鮮度を活

かして道の駅などでの販売が行われている。 

栽培品種は、「ウェルカム」を中心に「ガリバー」他が導入されている。  

④主な取組 

平成 28 年に開催された栃木アスパラガス産地情報交換会において、①栽培技術の提

案、②市場の地位拡大、③生産面積の拡大を生産振興の３本柱とし、関係機関・団体が協

力して取り組んでいる。  

 

 

 

アスパラガスの作付面積・産出額の推移 出荷前のアスパラガス 
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①生産のあゆみ 

ねぎは、江戸時代から「野州宮ねぎ」として栽培の記録があるなど、歴史の古い野菜の

一つであり、現在も栃木市の「宮ねぎ」や宇都宮市の「新里ねぎ」が地域特産野菜として

受け継がれている。近年は、水田地帯の転作作物として導入が進み、県北地域や県南地域

を中心に産地化が進んでいる。  

②生産の現状 

主な産地は、大田原市、宇都宮市、下野市、小山市である。栽培面積は横ばいで、産出

額は近年増加傾向で推移している。 

作型は、露地で夏から冬まで収穫する作型が中心であるが、トンネル栽培で初夏から収

穫する作型も導入されている。また、大田原市を中心にハウス栽培で軟白ねぎを周年収穫

する作型が導入されている。  

③主な取組 

栽培の省力化のため、セル苗利用による全自動定植機の利用が増加している。 

また、高付加価値化の取組として、ＪＡなすのが「那須の白美人ねぎ」のブランド名で

出荷している軟白ねぎは、“土寄せ”の作業をせず、専用の資材で軟白化しているため、

通常のねぎに比べ軟白部が長く、食味が良いなどの特徴がある。  

 

 

 

 

ねぎの作付面積・産出額の推移    ねぎ栽培の様子  
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２ 果 樹 

（１）生産のあゆみ 

 現在の果樹産地が形成されたのは、昭和 30 年代以降が多く、選択的拡大と水田転作等がその契機となった。 

 なしの面積が急増したのは昭和 40 年代で、「幸水」等食味の良い品種への更新がその契機となった。各産地

に選果場が整備されるに伴い規模拡大が進み、栃木県農業試験場が育成した「にっこり」の導入に伴いさらに面

積拡大が進んだ。 

 ぶどうは昭和 30 年代には畑作の換金作物として、昭和 40 年代には水田転作作物として「キャンベルアーリ

ー」等が作付けされ、昭和 50 年代からは優良品種「巨峰」への更新が進んだ。平成 10 年以降になると食味が

良いだけでなく、「種無し」や「皮ごと食べられる」等、付加価値の高い栽培や品種の導入が進んでいる。 

 

（２）生産の現状 

 栽培面積は減少傾向で、産出額は、年次により単価の動きや気象災害等の影響で多少の変動があるものの、な

し、ぶどうの 2 品目で果樹全体の 8 割以上を占めている。 

 なしは、多目的防災網の普及（設置率 9 割以上で全国 1 位）や防霜ファンの導入により気象災害の発生を最小

に抑え、農家の経営安定と産地の維持拡大に努めている。「幸水」、「豊水」中心の栽培から「あきづき」、「に

っこり」などの晩生種の導入により、出荷期間が拡大され、また、平成 25 年から、栃木県農業試験場が育成し

た早生新品種「おりひめ」の導入が始まっている。 

 ぶどうは、栽培面積が昭和 51 年の 438ha をピークに減少に転じ、平成 28 年には 212ha となっている。

また、ハウス栽培等の施設化が進み、生産安定と早期出荷が図られている。さらに近年の消費者嗜好を反映し、

種無し栽培等が取り組まれている。また、皮ごと食べられるという新たな特徴を持った「シャインマスカット」

の栽培が普及し始めている。 

 りんごは、観光農園や地場消費用として、約 150ha 栽培されている。主要な品種は「ふじ」で全体の 5 割以

上を占め、様々な品種を組み合わせながらおおむね 9 月から 12 月まで栽培され、消費者の嗜好に合わせて新品

種も積極的に導入されている。 
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くりは、省力的な果樹として飛躍的に増加したが、輸入品との競合や消費量の減少等により、面積、生産量と

も激減傾向にある。近年は、市場出荷のほか、収穫後、品質を向上させるため０℃で貯蔵したくりの販売や、焼

き栗で販売するなど新たな販売方法を組み合わせながら、観光果樹園等で直接販売が行われている。 

   うめは、省力的な果樹として「白加賀」を中心に導入されている。現在は青果での出荷だけでなく、加工品の開

発など付加価値型の販売、うめ祭の開催など地域活性化の手段としても活用されている。 

   キウイフルーツは、輸入品の増加や消費の減退等による価格低迷が影響し、平成 5 年からは栽培面積の漸減傾

向が続いている。代表品種の「ヘイワード」が中心であるが、近年果肉が黄色の品種も導入されている。 

   かきは、県下一円に栽培されているものの、散在樹が多く出荷量は少ない。一部で組織化され、系統出荷が行わ

れているが、ほとんどは直売所等での販売である。栽培品種は「蜂屋」「平核無」等の渋がきが多いが、近年、栃

木県でも渋の抜けやすい甘柿品種の「太秋」が導入されている。 

   ブルーベリーは、平成 5 年頃から健康志向を反映して大田原市等、県内各地で栽培面積が拡大している。観光

の摘み取り園やジャム等の加工も行われている。 

 

（３）流通の現状 

  本県産果樹の主力はなしとぶどうで、生産量は、

なしが 19,600ｔ（H28）、ぶどうが 1,760ｔ

（H27）となっている。 

 市場出荷されている主な品目は、なし、ぶどう、

うめ、くり、キウイフルーツで、県内及び京浜地区

を中心に出荷がなされている。また、りんご、ぶど

う、ももは、観光果樹園として親しまれており、消

費者への直接販売、契約栽培など、多様な流通チャ

ンネルでの取組が増えてきている。 

  また、果樹を使った加工品も開発されており、ジ

ュースをはじめ「にっこり」を使ったジャムやゼリ

ー、ぶどうを使ったピューレ、りんごを使ったカク

テルやドライフルーツ等、近年その数が増加して

いる。 

 

主要品目の生産状況（H28） 

 

主要品目の生産状況（H28）

1 2 3

 日本なし 783 19,600 53 3 千葉県 茨城県 栃木県

 ぶどう 212 - 15 14 山梨県 長野県 山形県

 りんご 147 - 8 - 青森県 長野県 山形県

 くり 550 482 3 9 茨城県 熊本県 愛媛県

 うめ 300 - 2 - 和歌山県 群馬県 奈良県

 ※農林統計

品目
作付面積
（ha）

生産量
（t）

産出額
（億円）

生産量の
全国順位

主産県（生産量）

なしジョイント栽培の研修会 
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(４）主な品目について 

 

①生産のあゆみ 

昭和30年代以降水田転作等を契機に生産が拡大し、昭和 34年に食味のよい「幸水」が品種登録さ

れると面積が急増した。栽培面積は平成3年をピークに減少しているが、「にっこり」等の収量の高

い品種の導入により10a あたりの生産量は全国トップレベルとなっている。 

②最近の動き 

県や国の事業を活用した果樹棚の導入や改植が図られている。 

本県育成品種「にっこり」については、東南アジアを中心に輸出が拡大しており、各産地で輸出先の

ニーズに合わせた品質対策が取り組まれている。また、新たにリーディングブランドに位置づけ、プレ

ミアム化に向けた検討やターゲットを明確化した PR を実施することとしている。 

③生産の現状 

宇都宮市、芳賀町、大田原市等を中心に生産者は県下全域に広がり、県を代表する果樹となっている。

「幸水」「豊水」に加え、ハウス栽培の「幸水」のほか、「あきづき」「にっこり」等晩生種の導入が進み、

7月から11月まで収穫期間が拡大している。 

④主な取組 

平成27年 6月に品種登録された県育成の新品種「おりひめ」が「幸水」の前に収穫できる品種とし

て県内全域で導入され、その生育状況について適応性を確認している。 

また、本県で開発した「根圏制御栽培」や、神奈川県が開発した「ジョイント栽培」等の早期成園化

技術の導入が行われている。 

 

 

 

なしの作付面積・産出額の推移 なし農家や JA職員が参加する現地検討会 

  

試験場が開発した根圏制御栽培 「にっこり」の輸出先での販売の様子 

な   し 
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①生産のあゆみ 

昭和30年代に畑作の換金作物として導入され、昭和 40年代に入ると水田転作によりさらに拡大し

た。昭和50年代に入ると「巨峰」が広く栽培されるようになり、温暖な気候の県南部を中心に栽培が

拡大した。 

②最近の動き 

平成26年 2月に発生した大雪による影響により、H26年産の市場出荷数量は、H25年産の38%

に落ち込んだ。その後事業を活用しハウスの再建が行われ、ハウス内に新たに植栽された樹が成木化す

るにつれて出荷量の増加が見込まれる。 

③生産の現状 

栃木市など、県南部を中心に大規模産地が形成されている。 

「巨峰」が約7割を占めているが、近年大粒で種なし栽培が可能な「ピオーネ」や、青系で皮ごと食

べられる「シャインマスカット」といった品種の導入が拡大している。 

品質向上や作業の分散、経営安定等を目的に、加温、無加温、雨除け、露地栽培と多様な作型が取り

入れられ、5～9 月の 5 か月間にわたる長期出荷体制を確立してきたが、大雪被害の影響もあり倒壊し

たハウスは露地栽培に切り替えるなどにより対応しているところである。 

④主な取組 

消費者に安全・安心な果実を提供するため、農薬の使用基準が遵守されるとともに、生産者が自ら栽

培履歴を記帳し残留農薬検査も実施されている。 

 

 

 

 ハウス栽培の巨峰 

 

 

ぶどうの作付面積・産出額の推移 

 

 シャインマスカット 
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３ 花き・花木 

（１）生産のあゆみ 

  ア 花き 

     花きの生産は、昭和 30 年頃から本格的に始まり、昭和 40 年代の経済成長による花きの消費増加に伴って

拡大し、きく、シクラメン、輸出用グラジオラス球根等の産地が形成された。さらに、昭和 46 年以降の米の生

産調整の開始を契機にして、若い後継者を中心に、カーネーション、ばら、りんどう、洋らん等が導入され、生

産者の増加と産地形成が急速に進んでいった。近年は、消費者ニーズの多様化により、県内各地域で多様な花

きが栽培されており、特にスプレーぎくについては大型産地が形成され、全国４位の生産量を誇っている。 

  イ 花木 

     花木は、大正初期に宇都宮、鹿沼地方にさつきが導入され、さつき栽培に適した鹿沼土と結びつき、安定した

生産が始まったのが最初と言われている。 

     その後、昭和 40 年代の経済成長と稲作の減反などと相まって、庭園や街路樹に使用される花木類の生産が

急速に伸びると同時に、さつき類も全国的ブームの中で安定的な発展を遂げてきた。 

 

（２）最近の動き 

  ア 花き 

    県農業試験場からあじさい「きらきら星」（平成 24 年 4 月 14 日品種登録）やりんどう「るりおとめ」（平

成 23 年 9 月 9 日商標登録）といった新品種が開発された。 

    あじさい「きらきら星」については、栃木県鉢物研究会きらきら星部会が設立され(15 名)、定期的に検討会

を行い、品質の向上に努めている。 

    りんどう「るりおとめ」については、平成 24 年から「るりおとめ」として出荷が始まり、那須、塩谷、上都

賀などの既存産地での導入が進み、新規栽培者が増加しているほか、宇都宮、那須南など新たな産地が形成さ

れている。 

  イ 花木 

    平成 24 年にオランダフェンローで開催されたフロリアード２０１２において、鹿沼市さつき盆栽海外輸出

促進協議会が日本政府ブースに出展を行い、HP アドレスを掲載したパンフレットを配布し、PR を行った。オ

ランダの輸入業者への訪問も行い、11 月にバイヤーが鹿沼市に来訪した。 

    鹿沼市は、平成 25 年に韓国で開催された順天港国際庭園博覧会に出展し、順天市とのさつきを通した交流

が始まった。 

 

（３）生産の現状 

 花き・花木の作付面積は、平成元年以降、新規栽培者の増加や個別経営体の規模拡大等により増加傾向を示し

ていたが、平成 11 年の 890ha をピークに横ばいまたは減少傾向にある。特に、花木については、需要の低迷

や生産者の高齢化により、ピーク時より 3 割減少している。 

 花きの産出額は、８０億円(平成 2８年)で前年に比べ１１億円増加した。品目別の出荷量の動向をみると、ば

ら、きく、トルコギキョウ、洋ラン（鉢）、シクラメン（鉢）は増加し、その他の品目は停滞傾向にある。 

 切花類の約 90％が施設栽培であり、輪ぎく・りんどうにおいて露地から施設栽培への転換が進んでいる。特

に、りんどうは早出し栽培による有利販売や品質の向上を図るためにパイプハウスの導入が進んでいる。 

 鉢物類は、シクラメンを中心とする鉢物経営とファレノプシスなどの洋らん経営が大半を占め、生産者個々の

規模拡大が図られてきた。この数年は、消費者ニーズの多様化や低価格志向を反映し、少量多品目化・小鉢化の

傾向が進んでいる。また、品目によっては、オリジナル品種の育成や独自ラベルの利用による差別化で有利販売

に取り組む生産者が増えている。 
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きく

18

22.5%

洋ラン(鉢)

15

18.8%

ばら

8

10.0%
シクラメ

ン(鉢)

8

10.0%

洋ラン

3

3.8%

りんどう

1

1.3%

その他

27

33.8%

 5～6 年前からは、スプレーぎくや鉢物類で若い生産者が増加しており、次世代の鉢物生産を担う新たな活力

が生まれている。 

 

（４）流通の現状 

 花きの共同出荷は、昭和 41 年の塩谷地域におけるきくのダンボール出荷が始まりで、昭和 43 年からは切花

類を中心に経済連等を通した系統販売が行われ今日に至っている。 

 現在は、切花類の約 9 割以上が系統販売で、出荷先は京浜地区が約 5 割、東北地方が約 3 割、残りの 2 割が

県内等へ出荷されている。 

 花き市場の大型化、情報化に伴う流通の変化に対応するため、スプレーぎくとりんどうでは県内出荷規格が統

一され、販売ロットの拡大や継続的安定出荷体制の確立が図られている。また、この数年は集出荷施設の整備、

予冷庫などの関連施設の充実やバケット流通をはじめとした湿式輸送が導入され、ばらやトルコギキョウなどで

鮮度の良い花きの供給に向けた取組が行われている。また、カーネーション、ユリにおいて、複数産地をまとめ

て出荷するグルーピング販売が実施されている。 

 鉢物類の出荷先は京浜地区の市場の他に、関西や東北地方など全国市場へ向けた出荷が行われており、市場に

よる庭先集荷が多い。出荷に当たっては、生産者個人のブランド化が進んでおり、共同出荷への集約化が進みに

くい状況下にあるが、流通経費の軽減を図るため、一部地域で共同輸送が実施されている。 

  花壇用苗物類は市場出荷のほか、県内各地の直売所での販売や公共施設等の花壇用に契約生産されるものなど、

市場外流通も多い。 

 

平成２８産花き・花木の産出額 花き・花木の作付面積 

※H28 年度数値は、花木のみ 27 年度の数値 
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(５）主な品目について 

 

①生産のあゆみ 

洋らん栽培は、昭和 12～13 年頃に始まったといわれているが、経営としての本格的な栽培は昭和

44 年からである。当時の意欲的な生産者が県外の先進農家で研修し、洋らんの導入を始めた時期でも

あった。 

当初はシンビジウムの生産が主体であったが、ファレノプシスやカトレア等の品目も導入され、現在

の多様な洋らん生産の礎が築かれた。 

②最近の動き 

栃木県洋蘭生産組合などの生産者組織による活動を通して、技術の研鑽や資材の共同購入等も進んで

いる。ヒートポンプの導入がいち早く進み、暖房コストの削減にいち早く取り組んでいる。 

③生産の現状 

生産者は、宇都宮市・真岡市を中心として県内に点在しているが、大規模な企業的経営が多く、新技

術の開発や経営改善にも積極的に取り組んでいる。大型鉄骨ハウスを利用した栽培で年間を通した出荷

が行われ、品質は全国でもトップクラスにあり、市場でも高い評価を得ていて、平成 2８年は、産出額

も鉢で1５億円と増加している。 

栽培品目は、ファレノプシス、カトレア、シンビジウムの主要品目をはじめ、パフィオペディルム、

バンダなど様々な種類が栽培されている。 

④主な取組 

栃木県洋蘭生産組合の中で、各専門部会として、ファレノ部会、シンビ部会、カトレア部会が組織さ

れ、組合員の全体研修会の他、部会単位で施肥管理の合理化と高品質生産に向けた取組が行われている。

また、オリジナル品種の育成や新品種導入に取り組んでいる生産者もおり、生産技術や経営の向上につ

いて研鑽を行っている。 

さらに、消費拡大対策と併せて、“とちぎの洋らん”のブランド化を図るため、とちぎ蘭展の開催や

世界らん展への出展など、生産団体自ら積極的なＰＲ活動に努めている。 

 

 

 

洋らん（鉢花）の作付面積・産出額の推移 大規模洋らん生産温室 
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①生産のあゆみ 

きくは、昭和 24 年頃から露地栽培が始まり、収量の安定と品質の向上等のため施設化

が徐々に進み、現在では約 8 割が施設栽培となっている。この間、補助事業の活用などに

より県内各産地で鉄骨ハウスが導入されたことも、施設化が進んだ大きな要因である。  

②最近の動き 

施設栽培では環境制御の自動化や自動防除機の導入など、施設の重装備化が進むととも

に、選花機の導入による省力化への取組も進んでいる。さらに、最近は直挿し栽培による

省力化に加え、施設の利用率の向上が図られている。  

③生産の現状 

輪ぎくの主な産地は、大田原市や那須塩原市、塩谷町、矢板市、下野市であり、古くか

らきく栽培をしている伝統的な産地が多い。出荷は京浜市場と東北市場に二分され、それ

ぞれの仕向先のニーズに応じた栽培体系がとられている。品種は、白系では「精の一世」、

「神馬」、黄色系では「精の光彩」､「精興光玉」が中心である。現在、きく全体の算出額

は 1８億円で全国７位である。 

一方、スプレーぎくの主な産地は、塩谷町や真岡市、鹿沼市、芳賀町、益子町などであ

る。産地は比較的集約しており、共選共販体制のもと首都圏を中心に販売されている。ま

た、消費者の需要が多様化の方向に進んでいる。  

 

  

 

きくの作付面積・産出額の推移  輪ぎくの大規模栽培  
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①生産のあゆみ 

シクラメンは、昭和 30 年代後半から導入され、昭和 40 年代に急速に栽培面積が増加した。これは

本県の気象条件、特に冬季の日照条件の長さや、準高冷地での夏期の冷涼な気候等が栽培に適している

ためである。昭和50年以降は鉄骨ガラス温室の導入が進み、良品生産の礎が築かれ今日に至っている。 

②最近の動き 

各産地で市場関係者を招いて販売に向けた検討会を開催するなど積極的な取り組みが行われている。

また、生産者の世代交代が進んでおり、若い生産者が意欲的かつ活発に活動をしている。 

③生産の現状 

主な生産地は、日光市、真岡市、鹿沼市などである。これらの産地は、昭和 40 年前半に数人で始ま

った生産が、徐々に仲間を増やし、技術レベルの向上を図りながら産地化が図られた。現在は全国第３

位の出荷量となり、東京方面を中心に、品質の高いシクラメンを出荷している。 

栽培される品種は、幅広い消費ニーズに対応して、大鉢生産主体からＦ１品種、ミニなどの小鉢生産

やガーデンシクラメンまで多種多様な品種が栽培されている。 

④主な取組 

生産団体では、各種イベントへの参加により消費者ニーズの把握や消費拡大対策に努めるとともに、

生産技術や経営能力の向上を目指し、現地検討会や各種研修会等を行っている。 

また、販売組織を設立し、グループ販売を行うことで有利販売につなげている事例もある。 

 

 

 

シクラメンの作付面積・産出額の推移 シクラメン栽培の様子 
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①生産のあゆみ 

りんどうは、昭和 40 年代後半から転作作物として、日光市や那須町を中心に導入され、

主に冷涼な地域の主要花きとして産地が形成されてきた。 

高冷地から準高冷地へと産地が拡大するとともに、生産意欲旺盛な生産者等を中心とし

て、新たな栽培体系や品種の開発など積極的に行われている。  

②最近の動き 

各産地において、系統選抜を行い、より安定した生産につながる品種の作出に取り組ん

でいる。 

平成 21 年に栃木県農業試験場において育成された新系統「るりおとめ」は、生育の揃

いが良く早生系統であることから、5 月下旬からの安定した出荷による経営向上が期待さ

れ、平成 23 年に商標登録がなされると、平成 24 年から「るりおとめ」として出荷が始

まり、県北地区を中心に普及が進むとともに、県中地区に新たな産地が形成されるなど、

約２ha の栽培面積となっている。なお、りんどう全体では、全国８位の出荷量となって

いる。また、｢るりおとめ｣に続く早生種２系統(るりおとめ 月あかり、るりおとめ 星あか

り)が平成 30 年１月２４日に品種登録された。  

③生産の現状 

栽培品種は、エゾリンドウ系が主で、早出し向きの極早生品種の割合が高い。花色は紫

色が主体で、一部で白系、ピンク系が生産されている。 

作型は、パイプハウスを利用した無加温半促成栽培から準高冷地の気候を生かした露地

栽培まで幅広く、長期出荷体制が整備されている。 

特に、パイプハウスを利用した半促成栽培では、冬季の日照条件が良いという気候を最

大限に活かして、他県の主力産地に先駆け、5 月下旬から出荷が開始されている。特に 6

月の東京都中央卸売市場の出荷量のうち約 8 割が本県産りんどうが占め、有利販売につ

ながる作型として定着している。 

また、生産者組織では、新規栽培者等に生産者がアドバイスを行い、産地を発展させる

制度も検討されている。  

 

 

 

りんどうの作付面積・産出額の推移  （左）「るりおとめ 月あかり」 （右）「るりおとめ 星あかり」 

り ん ど う 
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４ 次世代型施設園芸 

（１）現状 

ＩＣＴや最新の技術等を活用し飛躍的な生産性の向上を

目指す、いわゆる次世代型の施設園芸の取組は、主にトマト

や花きにおいて比較的早い時期から行われ、高度な環境制御

装置などを活用した事例が見られている。 

また、平成 26 年からは、ハウス内環境のデータを共有し、

品質の高位平準化を図る「スカイベリー安定生産技術支援シ

ステム」などの活用も始まっている。 

しかしながら、これらの技術の利用は、まだ一部にとどま

っており、今後、積極的に活用を推進していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）推進 

本県では、最新の技術を活用した次世代園芸モデルの育成を図るため、生産者、企業関係者、研究者、行政機

関などを会員とした「栃木県次世代型園芸モデル研究会」を組織しており、平成 29 年度ではセミナーや講演

会、先進地調査等を実施した。 

また、平成 28 年度から、1 億円プレーヤーを目指す施設園芸経営者に対し、高度な専門家を「とちぎ施設園

芸スーパーコーチ」として派遣する新たな取組を開始し、平成 29 年度は約 50 名の生産者が受講した。 

 

 

 

オランダ製の環境制御型装置を導入したユリ生産 

スカイベリー生産安定技術支援システム 40t/10a を達成したゆめファーム全農（栃木市） 

セミナーの開催 とちぎ施設園芸スーパーコーチの派遣による指導 
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５ 地域特産物 

（１）生産のあゆみ 

栽培の歴史はそれぞれ古く、かんぴょうは、約 300 年前の江戸時代に、壬生町の黒川のほとりで栽培されたの

が最初とされ、昭和 15 年には、面積は 3,200ha に達したとされている。 

 こんにゃくは、約 170 年前の江戸時代に県東部地域で栽培が始まったといわれるが、本格的に産地化された

のは大正初期である。 

 たばこは、約 380 年前から栽培が始まったとされている。大正後期から昭和初期には 6,000ha を越える作

付けがあり、換金作物として重要な役割を果たしていたが、専売公社の民営化や原料たばこの輸入など大きな変

化がみられ、年々減少している。 

 あさは、江戸時代から栽培され、最盛期は 5,000ha にも達していたが、その後、大きく減少した。しかし、

無毒品種「とちぎしろ」への一斉更新などにより産地を維持している。 

 養蚕は、明治期における蚕業奨励施策により本格化し、畑作地帯を中心として、昭和初期には養蚕農家数が 2

万戸を超え、桑園面積は 7,800ha まで達したとされている。 

 

主要品目の生産状況（平成２８年産）           

品目 
作付面積 

（ha） 

出荷量 

（t） 

産出額 

（百万円） 

出荷量の 

全国順位 

主産県（出荷量） 

1 2  3  

 こんにゃく 99 1,800 400 2 群馬県 栃木県   

 たばこ 45 119 197 20 熊本県 青森県 岩手県 

 あさ 6 2.7 - 1 栃木県 佐賀県 群馬県 

 繭 - 23 52 3 群馬県 福島県 栃木県 

 落花生 96 191 200 4 千葉県 茨城県 神奈川県 

 かんぴょう 140 315 - 1 栃木県 茨城県   

 ※たばこは、全国たばこ耕作組合中央会調べ。あさは、県薬務課調べ。繭は、小山地区養蚕産地育成協議会調
べ。落花生は、全国落花生協会調べ。かんぴょうは、農水統計による。 

 ※こんにゃく、たばこ、あさは、平成 28 年産。かんぴょうは、平成 26 年産。 
その他の品目は、平成 27 年産の実績。 

 

主要品目の生産地（平成２８年産）           

順位 
1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 その他 県合計 

品目 

たばこ（ha） 
益子町 那須塩原市 真岡市 那須町 大田原市     

36 6 2 1 1   46  

 あさ（ha） 
鹿沼市             

5           5  

 繭（t） 
小山市 那須塩原市 那珂川町 下野市       

6 4 3 3   3  19  

 かんぴょう

（ha） 

下野市 壬生町 小山市 宇都宮市       

74 23 18 13   2  130  

※かんぴょうは、平成 27 年産 
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（２）生産の現状  

 かんぴょうは、国内生産の 9 割以上が本県で生産され、県央・県南部の畑作地帯が主産地であり、麦、野菜等

との輪作体系が確立されている。 

 こんにゃくは、県の東部と西部の中山間地域で栽培され、生産量は全国第 2 位である。また、近年、収量性が

高い「あかぎおおだま」、「みやままさり」等、群馬県育成系統が占めるようになった。栽培面積は、生産者の高

齢化等により減少傾向で、低コスト生産を図る必要がある。 

 たばこは、黄色種、バーレー種、在来種の 3 品種が益子町、那須塩原市を中心に栽培されている。近年、受動

喫煙の規制強化や平成 22 年 10 月以降の増税等の影響により市場が縮小しているため、買取者である日本たば

こ産業が平成 23 年 8 月に全国の生産農家に廃作の募集を行った結果、本県では平成 24 年の作付について生産

農家、面積とも 4 割以上の減少となった。また、生産者が加入する茨城県たばこ耕作組合が中日本たばこ耕作組

合に合併された。 

 あさは、県西部の中山間地域で栽培され、栽培面積は全国の約９割を占めている。化学繊維の普及等による消

費の減少や輸入麻の増加により、作付面積は減少傾向にある中で、伝統的技術 (精麻法) により品質の良い国産の

麻として、神社における需要等その人気は根強いものがある。また、最近では、麻紙作りとその紙を利用した工

芸品制作など需要拡大に向けた新たな取組も見られる。 

 養蚕は、絹製品の需要低迷や輸入の影響を受け、飼育戸数は年々減少しているが、1 戸当たりの経営規模は大

きく、全国第 3 位の生産量を誇り、特に県南部と県北東部で活発に生産が行われている。 

 落花生は、価格の不安定や生産者の高齢化等により作付面積が減少傾向にあるが、畑作地帯における基幹作物

並びに野菜等との輪作作物として重要な役割を占めている。  

 

（３）流通の現状 

 契約栽培を除き、販路が全国規模に及んでいるため流通機構が複雑で、組織的販売体制が整備されているにも

かかわらず、品目によっては、産地仲買人による庭先取引等の個人販売が多く残っているのが特色である。 

 価格は、時々の需要や輸入の影響に応じ相場が大きく変動するため、農家の経営を不安定にすると同時に、計

画的な供給体制が十分に整備されていないため、組織的な販売体制の強化による需給安定や流通機構の確立が望

まれている。 
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(４）主な品目について 

 

①生産のあゆみ 

本県にかんぴょうが導入されたのは、1712 年、江州（現在の滋賀県）の水口城主・鳥居忠照公が

下野壬生城主に国替えになった際、旧領地の滋賀県木津の地からユウガオの種を取り寄せ、現在の壬生

町の黒川のほとりで栽培したのが始まりとされている。また、ユウガオ栽培が定着した背景としては、

保水性と通気性に優れた土壌と、夏の夕方に雷雨の多い本県の気候が、ユウガオの生育に適していたこ

とがあげられる。 

②最近の動き 

生産面では、従来はユウガオの栽培からかんぴょうへの加工までを一貫して生産者が担ってきたが、

労働負担を軽減するため、ユウガオ栽培とかんぴょう加工の工程を分業化する取組が行われている。 

③生産の現状 

栽培面積と生産量は、昭和 53 年の 3,040ha、5,080t をピークに、生産者の高齢化、輸入量の増

加、消費の低迷等に伴って減小している。現在は、下野市、壬生町、小山市などで「かわちしろ」とい

う品種が栽培され、平成 27 年は栽培面積 130ha、生産量 315ｔ、生産額 10 億円となっている。 

④主な取組 

近年は、栃木食の回廊の１つである「歴史とロマンのかんぴょう街道」の地域における新商品開発や

イベント開催、塩原温泉の旅館等における「ゆうがお」の実を用いた料理の提供など、新しい取組も行

われている。 

 

 

 

  ユウガオほ場 

 

 

かんぴょうの作付面積・産出額の推移 

 

 

 

 

 特産料理講習会 
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①生産のあゆみ 

こんにゃくは、約170年前の江戸時代に県東部地域で栽培が始まったといわれるが、本格的に産地

化されたのは大正初期である。茂木町、那珂川町等の県東部と鹿沼市等の県西部の中山間地域の特産品

として栽培されている。 

②生産の現状 

品種は、精粉歩留りの高い「在来種」が中心であったが、収量性に優れる「あかぎおおだま」が増加

傾向にあり、平成28年度作付面積の約53%を占め、県東部を中心に主力品種となっている。 

また、平成14年度に品種登録申請の出された群馬県育成の新品種「みやままさり」は、「あかぎおお

だま」並みに腐敗病、根腐病等に強く、精粉歩留りは「在来種」並みに高い品種で、本県でも平成 15年

度から普及推進が図られ、平成28年度作付面積の約 40%を占めている。 

栽培においては、省力化が課題となっており、その解決策として植付機や掘取機の導入が図られてい

る。また、緑肥作物との輪作や麦の被覆栽培など、環境に配慮した手法で根腐病の発生を抑制している。 

流通形態は、農協系統扱いと業者・仲買人扱いが半々であり、多くが群馬県下仁田地区の加工業者に

出荷されているほか、一部県内、福島、茨城県等の業者にも出荷されている。出荷は、生玉の場合 30㎏

の麻袋包装で行われていたが、現在はコンテナを利用した省力的な出荷が主体となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こんにゃくの作付面積・産出額の推移 こんにゃくの収穫風景 
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①生産のあゆみ 

養蚕は歴史的に古く、江戸時代中期以降、繭の取引が行われ、明治期には産業奨励施策により本格化

した。 

桑園作付面積は、昭和 5 年の 7,794ha をピークとして、その後の食糧増産施策や野菜・果樹・施

設園芸等の進展により減少している。また、繭の生産量は昭和 8 年の 4,064 トンをピークとして昭和

50 年前後は 2,000 トン程度で推移したが、生糸価格の低迷や中国、韓国等からの輸入により現在は

かなり減少している。 

②生産の現状 

本県の一戸当たりの養蚕経営規模は全国で最も大きく、生産農家が減少しているものの、繭生産量は

全国第 3 位（平成 27 年産）に位置しており、主産地は小山市などの畑地帯と那珂川町などの中山間地

帯となっている。 

近年、生産面では、繭の高品質安定栽培技術として、消石灰の上澄液を用いた蚕病防除技術が平成 16

年度から導入され、効果を上げている。また流通面では、繭生産者・製糸業者・織物業者・小売業者等

の提携により純国産シルク使用を謳った高級きものが販売される中で、本県産の繭がブランド繭として

注目を集めている。 

また、絹の消費拡大を図るため、天然素材で人体にやさしい健康衣料として PR を行うとともに、シ

ルク成分を活用した食品や化粧品等の開発など非衣料分野における消費拡大も検討されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繭の生産量・産出額の推移 

主要産地の生産状況（平成２７年） 

市町名 
生産量

（t） 

農家戸数

（戸） 

小山市 6.4 7 

那須塩原市 4.1 3 

下野市 2.6 6 

 那珂川町 2.8 2 

 その他 3.0 8 

 計 18.9 22 

 

 

 

 蚕の飼育の様子 
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水稲の作付面積・収穫量の推移 水稲の品種作付割合 

 

 

 

 

（１）生産のあゆみ 

作付面積は、昭和44年に最大となり、全国で 3,173,000ha、本県で105,000ha となった。 

一方、消費量は昭和37年をピークに減少に転じ生産過剰となったことから、昭和46年から生産調整が 

行われ、平成29年の本県の作付面積は、57,600ha（子実用）となっている。 

 

（２）最新の動き 

本県オリジナル品種の「なすひかり」は平成 29年に 2,500ha（H2８産比103%）となり、「とちぎ 

の星」は、3,110ha（H2８産比 133%）まで作付が拡大された。 

新規需要米の取組面積は、12,158ha（飼料用10,054ha、WCS用 1,710ha 等）（H2８産比100% ） 

となり、飼料用米は６年連続全国第１位の作付面積となった。 

 

（３）生産の現状 

平成2９年の本県の作付面積は 57,600 ha。作況指数は「93」、収穫量は293,800 トンであった。 

作付面積が全国第８位、収穫量が第9位となっており、主産県として重要な役割を果たしている。 

また、平成2８年の米の農業産出額は 608億円で、県全体の21％を占める基幹作物である。 

品種の作付割合はコシヒカリで6６％、あさひの夢が 22％、なすひかり4％、とちぎの星が５％とな 

っている。 

 
（４）主な取組 

とちぎの良食味米である「コシヒカリ」、「なすひかり」、

「とちぎの星」の知名度向上対策として、とちぎの“いい米3

兄弟”消費拡大推進事業に取り組み、各種イベントによる食体

験等を通したPRや良食味米のコンテストを開催した。 

 

Ⅲ とちぎの農産 
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（１）生産のあゆみ 

   本県の麦類生産は、米の転作等により昭和 59 年に最大となり、約 28,000ha となった。その後、作付面積は

減少したものの、近年は横ばいとなっており、平成29年産は 13,000ha となっている。 

    本県では、二条大麦を中心に麦類が栽培されており、二条大麦の主な用途であるビール用の契約生産は明治 39

年から始まり、平成 18 年に契約栽培 100 周年を迎えた。 

 

（２）最新の動き 

近年、国産需要が高まってきており、安定生産及び収量・品質の向上に向け、適期播種や収穫期予測体制整備

をはじめとする各種対策が図られている。 

  ○二条大麦 

    新品種「アスカゴールデン」は、実需者であるビール会社との現場製麦・醸造試験の結果、ビール大麦契約の

指定品種となったことから、平成 27 年産から一般栽培をスタートし、作付拡大を推進している。 

また、新品種「ニューサチホゴールデン」は、県の主力品種である「サチホゴールデン」とほぼ同じ特性を

持ちながら、脂質を酸化させる酵素が極めて少ないことから、ビールに加工した際、香りや泡持ちの向上が期

待されている。 

 

（３）生産の現状 

   麦種別の作付割合は、二条大麦が約７割を占め、小麦、六条大麦がそれぞれ約２割、１割となっている。また、

ビール大麦の受渡数量は、昭和 60 年産以降 32 年連続で全国一となっている。 

 

（４）主な取組 

    麦類については、用途別に求められる品質が異なるため、実需者ニーズに対応する「選ばれる麦づくり」を基本

に高品質安定生産に取り組んでいる。 

  また、近年の健康志向の高まりを受け、もち麦の需要が高まっており、本県にも実需者から生産要望が寄せら

れているため、本県に向く品種の選定を、農家及び実需者と協力して実施している。 

 

新品種「ニューサチホゴールデン」 

麦 類 

麦類の作付面積・収穫量の推移 
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（１）生産のあゆみ 

本県では昭和 50 年代後半から大豆生産集団数が増加し、平成元年にピークを迎えた。また、昭和 61 年度に

「タチナガハ」が奨励品種に採用され、単収向上や機械化による生産性向上に大きく寄与した。 

 

（２）最新の動き 

本県産の大豆主力品種は長年にわたり「タチナガハ」であったが、大粒で蛋白質含有率が高い新品種「里のほ

ほえみ」への計画的な品種転換を推進し、平成 27 年産で全面的な品種転換が完了した。 

県の大豆作付面積は近年減少傾向が続いていたが、国産大豆の価格上昇や品種転換による収量性向上など、大

豆栽培の収益性が高まってきていることから、27 年産は７年ぶりに増加に転じ、前年比 115％の作付面積とな

った。 

 

（３）生産の現状 

作付面積の近年のピークは平成15年産の6,860haであり、その後は減少傾向となり26年産では、2,320ha

となった。その後、27 年産では 2,670ha、28 年産では 2,680ha と増加したが、29 年産では 2,560ha と

再び減少に転じた。 

 

（４）主な取組 

大豆生産においてはＧＡＰ（Good Agricultual Practice）に取り組み、安全・安心の確保に努めている。 

 

 

 

 

 

 

ゆば食べ比べ（H26「里のほほえみ」フォーラム 
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（１）生産のあゆみ 

   本県では、中山間地域における地域活性化の振興作物として、また、水田における麦・大豆に次ぐ土地利用型作

物として、生産が増加傾向にある。 

   経営所得安定対策が導入された影響で平成 24～26 年産は面積が増加し、平成 26 年産では、過去最高となる

2,270ha が作付された。主な産地は日光市、小山市、益子町、鹿沼市、さくら市などである。 

 

（２）最新の動き 

生産者自らが地元の農村レストランや直売所において加工・販売するもの、生産者・農協等から製粉業者や地

元そば店へ供給されるものなど、多様な流通が展開されている。 

また、近年の蕎麦人気にともない、生産・流通等関係者が一体となり、「新そばまつり」や「寒ざらしそば」

の取組など、各種イベント等を通じて県産そばのＰＲを実施している。 

 

（３）生産の現状 

中山間地域では、人手を中心とした小規模な栽培が一般的であるが、播種機や汎用（大型）・そばコンバイン

等機械作業も普及し、作業の省力化が図られている。その結果、意欲ある生産者や生産組織が栽培面積を拡大し

ており生産量も増加している。 

 

（４）主な取組 

そばについては、地産地消の取組が進んでおり、食の回廊づくりで「八溝そば街道」や「日光例幣使そば街道」

が設置される等、需要の拡大が図られている。 

 

そばの花 そば作付風景 
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そばの作付面積・収穫量の推移 
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１ 河川湖沼漁業 

（１）生産のあゆみ 

昭和 24 年の漁業法改正により内水面漁業は「増やして獲る」漁業となり、河川等は積極的な種苗放流による

増殖事業のもと、有効利用が図られている。 

昭和 40 年代の高度経済成長期以降は、遊漁者数の増加に伴い、漁業生産に併せて観光・レクリエーション資

源としての役割が認識され、地域経済に貢献してきた。 

現在、22 の漁業協同組合が共同漁業権の免許を受け県内の漁場管理に当たっている。漁場を利用する際に発行

される遊漁承認証のうち年間券は 56,000 枚以上にのぼり、全国 1 位の発行枚数となっている（2013 年漁業

センサス）。 

 

（２）最新の動き 

県は平成２９年に、水産資源の保全を目的とした漁場の活性化等に要する経費として活用出来る内水面漁業振

興基金を造成した。 

基金の助成を活用した事業として、「鮎レディ」と称した女性による釣り大会や、鮎ルアーを用いた初心者向

けの釣り教室を行い、釣りの魅力を幅広い層にPR できた。 

        

 

 

（３）生産の現状 

平成２８年における漁獲量は、アユが２６４トン（下図）、コイが 3 トン、ウグイ・オイカワが 2 トン、その

他 1 トン、総計2７０トンとなっており、アユは全国 3 位の位置にある（平成 2８年漁業・養殖業生産統計）。 

各漁業協同組合では、アユ小型種苗の早期多尾数放流など効果的な増殖や外来魚等の食害対策に取り組み、水

産資源の増加・保護と遊漁者の誘客拡大を図っている。 
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（４）主な取組 

近年、県内の漁場には大型の魚食性水鳥のカワウが飛来するようになり、深刻な漁業被害をもたらしている。

そのため、県では県漁連に対してカワウの捕獲・追い払いや飛来調査の支援を実施しているほか、ドローンなど新

たな対策技術の指導・普及を行い、被害の軽減に努めている。 

また、県内釣り場への誘客を目的に、ジャパンフィッシングショー等のイベント参加による PR や情報発信な

どを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドローンを活用したカワウ対策検討会の様子 ジャパンフィッシングショー2018 での様子 
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２ 養殖漁業 

（１）生産のあゆみ 

   本県では、鬼怒川、那須、塩原など著名な温泉地や観光地の需要に支えられ、内水面養殖業が発展した。近年は

需要が減退、産地間競争が激化し、さらに、原発事故による風評被害も受けたことにより、生産量が減少傾向に

あるため、販売・消費の回復に向け、他産地に負けない特長ある美味しい県産養殖魚の生産が求められている。 

 

（２）最新の動き 

   本県養殖業においては、プレミアムヤシオマスやアユの生産及び消費拡大に向けた取組が進められている。 

   そのほか、地域資源を有効活用した特色ある養殖として、地元の温泉水を利用した温泉トラフグの生産・販売

や水田を利用したホンモロコやキンブナの養殖など、地域ならではの新しい取組が活性化している。 

 

 

（３）生産の現状 

   平成２８年の養殖生産量は 811 トン（前年 809 トン）で、アユは 330 トン（全国 5 位）、ニジマス 326  

トン（全国 4 位）の位置にある（平成 28 年漁業・養殖業生産統計）。 
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全日空のファーストクラス機内食 

（５）主な品目について 

 

 

①最新の動き 

県内養殖生産者はアユの育成のみならず、消費者目線の新たな加工品開発・販売に積極的に取り組んでおり、

消費の拡大を図っている。 

本年度は、全日空の国際線ファーストクラスの機内食として本県生産者の鮎甘露煮が選ばれた。また、馬頭高

校水産科で製造される鮎魚醤を活用した商品も開発され、県内外の観光客から好評を得ている。 

 

 

 

②生産の現状 

平成 28 年の生産量は 330 トンで、原発事故以降の風評被害等により低迷が続いているが、今後の回復が期

待される。  

区分 
H22 

（震災前） 
H23 H24 H25 H26 H27 H28 

アユ生産量（t） 396 341 323 316  325  333  330  

H22比（%） - 86.1 81.6 79.8 82.1 84.0 83.3 

 

③主な取組 

栃木の特産魚であるアユの消費回復・拡大のため、県庁で行われた「県民の日記念イベント」やなかがわ水遊

園（大田原市）で開催された「那珂川鮎まつり」などのイベントで一般を対象に鮎の PRを実施した。 

鮎のつかみ取りに参加した子供たちには鮎の塩焼きが振る舞われ、「おいしかった」、「もっと食べたい」など

の前向きな意見が多く寄せられた。 

 

県民の日記念イベントの様子 那珂川鮎まつりでのつかみ取り大会の様子 

あゆ魚醤漬け焼き干し「あゆ兵衛」 

（馬頭高校水産科と共同開発） 

ア ユ 
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①最新の動き 

県内生産者を中心に設立されたプレミアムヤシオマス振興協議会では、品質向上、販路拡大の PR 活動等を進

めており、その活動状況は協議会ＨＰ（http://www.pyashio.com/）に掲載されている。 

平成 2９年は、那須サービスエリアで開催されたイベントに出店し、焼き魚にしたプレミアムヤシオマスの試

食を行い、一般利用者から「美味しかった」との反応が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

②生産の現状 

平成 2８年の生産は 8５t で、ヤシオマスの約８割がプレミアムヤシオマスとなり、食用ヤシオマスの多くがプ

レミアムヤシオマスに置き換わったことで、生産者の収益性が改善されている。 

 

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

  ヤシオマス出荷量（t） 85 85 61 93 86  108  124  106  

うちプレミアム比 - - - ※30 ※58 ※88 89  80  

 ※プレミアムヤシオマスの規格決定前のため、相当分を含む推計値   

 

③主な取組 

安定的な販売を目指し、県外や海外の実需者への認知度を高めるため、地銀フードセレクション（東京都開催）

やフーデックス（千葉県開催）などの県外大規模商談会に出店し、プレミアムヤシオマスの PR を行った。県内

では、地道な PR の結果から高品質である点が認められるとともに、県内実需者からの需要が増えており、今後

のさらなる消費拡大が期待される。 

 

プレミアムヤシオマスの押し寿司 那須ＳＡイベントでの振興協議会のＰＲ活動 

地銀フードセレクションにおける PR 活動の様子 

プレミアムヤシオマス 



時期 栃木県 主な出来事

昭和22年度 仁井田一郎氏が、御厨町（現在の足利市）議会で
新しい作物「いちご」の導入を提案し、可決

GHQの指令により農地改革が行われる
「農業協同組合法」制定

昭和23年度 「農薬取締法」制定
昭和24年度 「土地改良法」・「漁業法」制定
昭和25年度 蚕業指導所設置

果樹増殖５ヶ年計画開始
昭和26年度 「水産資源保護法」制定
昭和27年度 「栃木県内水面漁業調整規則」制定 「農地法」制定

「栃木県農作物奨励品種等の指定に関する規則」
制定

「主要農作物種子法」制定
昭和29年度 なしの病害虫防除暦配布開始
昭和30年度 いちごトンネル栽培開始（足利市）
昭和31年度 県園芸振興方針を策定 国際連合加入

栃木県なし出荷連絡協議会発足(のちの梨部会)
昭和32年度 水稲「コシヒカリ」を奨励品種に採用
昭和33年度 近代桑園を中心とした養蚕近代化が始まる 東京タワー完工式

小山市にてスピードスプレーヤーが導入され、な
しの共同防除開始

昭和34年度 幸水が品種登録される
昭和36年度 農業試験場で防雹網による雹害防止試験開始 「農業基本法」制定
昭和37年度 「農地法」改正（農業生産法人制度を創設）
昭和38年度 野菜指定産地制度開始（本県５地域指定） バナナ・砂糖輸入自由化

園芸作物の推奨品種制度始まる
第１４回全国なし研究大会栃木県大会開催
栃木県水産試験場設置

昭和39年度 宇都宮市雀宮地区で重量選果機によるなしの機械
共選始まる

「土地改良法」改正（土地改良長期計画を制度化）
東京オリンピック開催

昭和40年度 ニラ栽培始まる（鹿沼市、S40年代初期） 「山村振興法」制定
昭和41年度 日本の総人口１億人突破
昭和43年度 県単野菜価格安定事業開始 国が米作転換方針発表

いちごの収穫量日本一となる
昭和44年度 自主流通米制度が発足
昭和45年度 いちごウイルスフリー苗増殖圃場設置(鹿沼市） 「農地法」改正（農地取得上限面積撤廃等）

「農業者年金基金法」制定
昭和47年度 「栃木県内水面漁業調整規則」全面改正 豊水が品種登録される
昭和48年度 県農業士制度発足 石油危機
昭和50年度 小山市養蚕組合が天皇杯受賞
昭和51年度 学校給食制度上に米飯が正式に導入
昭和52年度 県農業短期大学発足
昭和53年度 栃の葉国体開催
昭和54年度 繭生産１トン以上の農家が６３０戸とピークを迎

える
第2次石油危機

第２９回全国なし研究大会栃木県大会開催
昭和55年度 いちごにウォーターカーテン技術導入

栃木県漁業協同組合連合会種苗センター設置
昭和56年度 いちご銘柄「とちぎいちご」に統一 「食糧管理法」改正（配給制度を停止等）

いちご無病苗増殖基地に隔離ベッド導入
栃木県青果物統一意匠マーク作成

昭和57年度 メロン栽培導入(真岡市）
小山地区でなしの簡易被覆栽培始まる

昭和60年度 いちご「女峰」品種登録
いちご夜冷栽培導入（栃木市）
塩那台開発に１２haのなし団地が形成される

昭和61年度 県農業短期大学が農業大学校へ改称 チェルノブイリ原子力発電所事故発生
いちご夜冷育苗施設導入
首都圏農業スタート

昭和62年度 二条大麦「ミサトゴールデン」品種登録
蚕業センター発足（蚕業試験場と繭検定所統合）
「主要農作物種子法施行細則」制定（条例廃止）

昭和63年度 ニジマス「ヤシオマス」命名
平成元年度 「首都圏農業推進方針」策定（H1.3.30)

二条大麦「ミカモゴールデン」品種登録
平成2年度 いちご2-2-2運動開始 「市民農園整備促進法」制定
平成3年度 第４１回全国なし研究大会栃木県大会開催 バブル経済崩壊、牛肉オレンジ輸入自由化
平成5年度 いちご空中採苗システム(RW)導入(鹿沼市他） ガット・ウルグアイ・ラウンド農業交渉合意

平成の米騒動（記録的な冷夏による米不足） 「農業経営基盤強化促進法」制定

Ⅴ栃木県の園芸・農産・水産の歩み

 - 38 -



時期 栃木県 主な出来事

Ⅴ栃木県の園芸・農産・水産の歩み

平成7年度 栃木県蚕業指導所廃止 阪神・淡路大震災発生
「食糧管理法」廃止、「食糧法」制定
WTO（世界貿易機関）設立

平成8年度 いちご「とちおとめ」品種登録
梨「にっこり」品種登録

平成9年度 水稲「晴れすがた」品種登録
平成10年度 いちご５－５運動開始
平成11年度 「食料・農業・農村基本法」制定

農産物のダイオキシン汚染問題
平成12年度 栃木県蚕業センター閉所 口蹄疫が92年ぶりに発生（宮崎・北海道）

農業振興事務所開設 「食料・農業・農村基本計画」策定
平成13年度 いちご「とちひめ」品種登録 国内で初めてBSE発生（千葉）

いちご５－５－５運動開始 アメリカ同時多発テロ事件発生
栃木県水産試験場　本場・分場が移転統合 ねぎ等３品目緊急輸入制限(ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ)発動
なかがわ水遊園開園

平成14年度 輸入野菜急増対策でトマトなどの「低コスト耐候
性ハウス」の導入開始

いちご無登録農薬問題の発生

平成15年度 二条大麦「スカイゴールデン」品種登録 福岡県でいちご「福岡S6号（あまおう）」品種登
録農林水産省に「消費・安全局」新設

平成16年度 にっこりの海外輸出始まる 「食糧法」改正（生産調整等の見直し等）
平成17年度 いちご品質向上ステップアップ運動開始 「新たな食料・農業・農村基本計画」の制定
平成18年度 第５５回全国なし研究大会栃木県大会開催 「残留農薬等に関するポジティブリスト制度」施行

「品目横断的経営所得安定対策」実施
平成19年度 水稲「なすひかり」品種登録 「水田・畑作経営所得安定対策」実施

水稲「とちぎ酒１４」品種登録 世界食料価格危機（食料価格の高騰）
新潟市に出荷したいちご「とちおとめ」から基準
値を超える残留農薬検出
全いちご生産者によるGAPの取組開始

平成20年度 ニジマス「ヤシオマス」商標登録 事故米不正転売事件発生
いちご研究所開設 リーマン・ショック発生

平成21年度 二条大麦「サチホゴールデン」品種登録 米関連3法成立（米粉・エサ米法、トレサ法、改正
食糧法）政権交代（自・公→民・社・国民新）

平成22年度 いちご産地グレードアップ運動開始 宮崎県南部で口蹄疫が発生
「戸別所得補償モデル対策」実施

平成23年度 夏秋どりいちご「なつおとめ」品種登録 東日本大震災発生
りんどう「るりおとめ」商標登録 福島第一原子力発電所事故発生

「農業者戸別所得補償制度」本格実施
平成24年度 真岡市・益子町・茂木町で竜巻発生 東京スカイツリー竣工

栃木トマト100億円達成 政権交代（民・国民新→自・公）
うど「栃木芳香(ほうこう)１号・２号」品種登録
二条大麦「とちのいぶき」品種登録
水稲「なすひかり」種子に混種事故発生
放射性物質汚染による魚類の出荷制限

平成25年度 二条大麦「アスカゴールデン」品種登録 「経営所得安定対策」実施
県漁業協同組合連合会種苗センター移転 TPP交渉に参加を表明

平成26年度 凍霜害が発生（被害金額1,753,976千円） 「内水面漁業の振興に関する法律」制定
雪害発生（被害金額14,286,847千円）
麦穂発芽発生（被害金額2,462,862千円）
いちご「スカイベリー」本格出荷開始
いちご「スカイベリー」品種登録
ニジマス「プレミアムヤシオマス」出荷開始

平成27年度 関東・東北豪雨発生（被害金額2,349,210千円）北陸新幹線開業
雪害発生（被害金額542,904千円） TPP大筋合意
日光市足尾地区イワナ出荷制限解除
「'いちご王国とちぎ’戦略」策定
アジサイ「きらきら星」品種登録
なし「おりひめ」品種登録
水稲「とちぎの星」品種登録
日本穀物検定協会の食味ランキングにおいて、本
県産「コシヒカリ」「なすひかり」「とちぎの
星」が特Aを獲得

平成28年度
第66回関東東海花の展覧会開催（本県：当番
県）
園芸産出額1,000億円達成（平成27年）

平成29年度 1月15日「いちご王国・栃木の日」宣言 日欧EPA妥結
白いちご「栃木iW1号」を品種登録出願 米政策の見直し
園芸産出額1,100億円達成（平成28年）
「園芸大国とちぎづくり」推進開始

 - 39 -



- 40 - 

 

 

 

 

Ⅵ とちぎ 自慢の農産物コーナー  

〔本県の作付面積〕 
にら  全国第１位 

野菜生産出荷統計 

〔本県の生産量〕 
いちご  全国第１位 

農林水産統計 

〔東京都中央卸売市場における販売シェア〕 
いちご・にら・うど・アスパラ 全国第１位 

東京都中央卸売市場青果物流通年報 

〔東京中央卸売市場における出荷量〕 

なし 全国第１位 
東京都中央卸売市場青果物流通年報 

〔本県の生産量〕 
あさ（精麻） 全国第１位 

厚生労働省調べ 

〔本県の生産量〕 
かんぴょう  全国第１位 

地域特産野菜生産状況調査 

〔本県の生産量〕 
一戸当たり集繭量 全国第１位 

大日本蚕糸会調べ 

〔本県の生産量〕 
シクラメン 全国第３位 

農林水産統計 

〔本県の出荷量〕 
ビール大麦  全国第１位 

農林水産省麦の農産物検査結果 

〔本県の生産数量〕 
飼料用米  全国第１位 
農林水産省新規需要米取組計画認定結果 

〔本県の収穫量〕 
ハトムギ  全国第４位 

（公財）日本特産農作物種苗協会調査 2８年産 

〔河川別の漁獲量〕 
那珂川のアユ  全国第 2位 

漁業・養殖業生産統計（農林水産省） 

〔本県の漁協遊漁券発行枚数〕 
年間券  全国第１位 

2013 年漁業センサス（農林水産省） 

〔本県の生産量〕 
スプレーぎく 全国第４位 

農林水産統計 



 

栃木の園芸特産・農産・水産 
平成３０年３月 
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